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株式会社東京スター銀行（東京都港区：代表執行役頭取 タッド・バッジ）は、2003 年８月に作成した

「リレーションシップバンキングの機能強化計画」に基づき、2003 年度の進捗状況および地域貢献に

関する情報を取りまとめ、2004 年 5 月 31 日（月）金融当局に提出いたしました。 

 

東京スター銀行では、「リレーションシップバンキング機能強化計画」の基本方針に基づき、「顧客の

視点」、「社内プロセスの視点」、「学習と成長の視点」から特定分野に経営資源を集中したスピード感

のある経営を進め、健全性、収益性を確保しながら業務に取り組んでおります。 

 

今後も、地域金融機関として個人・中小企業のお客さまの将来に対する不安を軽減し、地域さらに

は日本経済の活性化に取り組んでまいります。 

 

以 上 

 

提出資料については、次ページ以降をご覧ください。 

 

リレーションシップバンキングの機能強化計画の進捗状況表 

1. 2003 年度の全体的な進捗状況及びそれに対する評価 

2. アクションプログラムに基づく個別項目の計画の進捗状況 

3. 経営改善支援の取組状況 

4. 経営改善支援の取組実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

「「リリレレーーシショョンンシシッッププババンンキキンンググのの機機能能強強化化計計画画」」のの進進捗捗状状況況ににつついいてて 



 

 
「リレーションシップバンキングの機能強化計画」の進捗状況について 

 
2003 年度において、2003 年8 月29 日に策定したリレーションシップバンキングの機能強化計画に

基づき、「顧客の視点」、「社内プロセスの視点」、「学習と成長の視点」の 3 つの視点から、諸施策にス

ピード感をもって取組み、下記のような実績をあげることができました。 
また、今後の取組みへ向けた準備も進めております。 

 
１. 平成 15 年度の取組みについて 
(1) 顧客の視点における戦略と取組みについて 

① 創業・新事業支援機能等の強化について 
 ベンチャーキャピタル、コンサルティングファーム、監査法人などの民間機関とのネットワー

ク先との連携強化により、産業廃棄物最終処理業者へのプロジェクトファイナンスなどを取り

組むことができました。また、政府系機関とのネットワーク構築に努めた結果、日本政策投資

銀行との協調及び産業再生機構紹介先への DIP ファイナンスを実行いたしました。 
② 早期事業再生に向けた積極的取組みについて 

 DIP ファイナンスを継続していくとともに、DIP イグジット LBO ファイナンス（民事再生法を申

請した旧会社から営業譲渡を受ける新会社に対するファイナンス）及び、政府系機関との連携

による DIP ファイナンスを実施いたしました。また、証券化による営業用不動産のオフバラン

ス化を提案、実施するなど様々なステージで早期再生を支援させていただいております。 
③ 新しい中小企業金融への取組みの強化について 

 ストラクチャードファイナンスへの取組み強化を図り、証券化及び不動産ノンリコースローン

を中心に取組みを強化し、また、コベナンツ（財務制限条項）の活用、シンジケートローンの組

成、コミットメントラインなど様々な資金調達方法を積極的に提案、実施いたしました。 
④ 取引先企業に対する経営相談・支援機能の強化について 

 ビジネスマッチングを活用した所有遊休地の活用及びそれに伴うノンリコースローンの提供

といった財務体質の改善を提案しております。 
 

(2) 社内プロセスの視点における戦略と取組みについて 
① 創業・新事業支援機能等の強化について 

 高付加価値のソリューションを提供するための社内体制の整備を実施し、平成 16 年 4 月よ

り、法人営業部門とストラクチャードファイナンス部門の統合を実施いたしました。また、モニタ

リング体制強化のために、ミドル部門を立ち上げたほか、外部情報の活用による日次モニタリ

ングを開始いたしました。 
② 早期事業再生に向けた積極的取組みについて 

 要管理債権を中心に、残高1億円以上の取引先につきましては DCF法に基づく資産算定を

実施、うち数社についてはフリーキャッシュフロー分析に基づき、具体的な経営支援を検討し

ております。また、信用リスクマネジメント本部内に RCC 信託機能、産業再生機構などの担当

者を配置することで、情報収集に努めるとともに、連携の強化についても検討してまいります。 



 

 
③ 新しい中小企業金融への取組みの強化について 

 担保・保証へ過度に依存しない融資の促進を図るため、信用リスクマネジメント態勢の強化

を実施いたしました。具体的には、格付ロジックの構築、与信ポートフォリオ別の審査体制を

構築したほか、営業担当部門の機構改正に合せる形で組織改正を実施いたしました。 
④ 顧客への説明態勢の整備、相談・苦情処理機能の強化について 

 平成 15 年 6 月 27 日「委員会等設置会社」への移行をはじめ、ガバナンス態勢やコンプライ

アンス態勢の強化を図っております。また、ディスクロージャ誌の改訂を実施し、地域別の預

金・貸出金残高の開示による地域貢献についての公表及び、Q&A 方式を採用することで、業

務内容や取組み方針を簡便に表示しております。 
 

(3) 学習と成長の視点における戦略と取組み 
 行内研修を中心に人材の育成を積極的に実施しております。具体的には、将来のリーダー育

成を目指した「STAR Program」、「7 つの習慣研修」を実施、また、顧客ニーズに合った商品や

サービスを効率的かつスピーディーに提供するためのプロジェクト運営方法を学ぶ「PQM トレ

ーニング」、与信判断スキル向上を目指した研修「RBP2 Education Program」を実施または実

施へ向けた準備を行っております。 
 そのほか、高い専門性と充分な経験を持った人材の積極採用を継続しているほか、国内外の

大学からのインターン受け入れを実施することで、様々な人材育成に貢献しております。 
 
２. 平成 15 年度の進捗状況に対する評価 

今年度の機能強化計画の進捗としましては、特定分野に経営資源を集中することにより、スピード

感を持った経営を進めることができたと考えており、全体的に見ると当初のアクションプランに沿った

形で推移しているものと自己分析しております。特に、証券化、ノンリコースローン、DIP ファイナンス

といったストラクチャードファイナンスへの取組みを強化することにより、中小企業に対するソリューシ

ョン提供能力を高めることができたと考えております。 
 
 

以 上 
  

 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

機能強化計画の進捗状況（要約） ［地域銀行版］ 
 
1．１５年度の全体的な進捗状況及びそれに対する評価 

１５年度につきましては、特定分野に経営資源を集中することにより、スピード感を持った経営を進めることが出来たと考えており、全体的に見れば当初のアクションプランに沿った形で推移し

ているものと自己分析しております。 
特に証券化、ノンリコースローン、DIP ファインナスといったストラクチャードファイナンスへの取り組みを強化することにより、中小企業に対するソリューション提供能力を高めることが出来たと

考えております。 
個別の事項に関しましては、進捗度合いに差が生じておりますが、新年度の課題として、今後順次対応して参りたいと考えております。 

 
２．１５年１０月から１６年３月までの進捗状況及びそれに対する評価 
 昨年度下期の進捗状況、並びに、それに対する評価を「顧客の視点」、「社内プロセスの視点」、「学習と成長の視点」から整理すると以下の通りになります。 

１）顧客の視点における戦略と取り組み 
①ネットワーク構築への取り組みとしては、ベンチャーキャピタル、監査法人、コンサルティングファーム等、効率的なスクリーニング機能の活用が期待できる優良ネットワーク先の選定、及

び連携強化を継続することで、効果的な案件発掘体制を構築いたしました。また、日本政策投資銀行や産業再生機構等の政府系機関とのネットワーク構築にも努めた結果、日本政策投資

銀行との DIP ファイナンスによる協調融資を実現した他、産業再生機構からの紹介先に DIP ファイナンスを実行しました。 
②新しい中小企業金融への取り組みとしては、ストラクチャードファイナンスへの取り組みを強化した結果、将来の証券化への対応が可能なローンを積極的に積上げを図った他、シンジケ

ート・ローンの組成・参加、不動産ノンリコースローンの推進等に積極的に取り組みました。また、融資との相乗効果を狙い、融資先ベンチャー企業の株式取得を行ないました。 
③事業再生への取り組みとしては、DIP ファイナンスの推進を継続した他、営業用不動産のオフバランス化スキームの構築等、企業の事業再生支援においても、ストラクチャードファイナン

ス的手法用いたアプローチの提案を行なっております。 
④ビジネスマッチングへの取り組みとしては、他金融機関へのヒアリングを継続し、収益性も考慮した上での組織化を検討している他、既存取引先に対して、ビジネスマッチングを活用した

所有遊休地の活用、及び、ノンリコースローンの提供といった財務体質の改善を提案しています。 
２）社内プロセスの視点における戦略と取り組み 

①中小企業に対する高付加価値のソリューションを提供する体制を目指し、16 年4 月より法人部門とストラクチャードファイナンス部門とを統合いたしました。 
②信用リスクマネジメント態勢の強化として、効率的審査態勢の運営、担保・保証へ過度に依存しない融資の促進、データベースの整備、格付ロジックの構築、適切な自己査定および償却・

引当の推進等を実行するため、与信ポートフォリオ別の審査体制を構築した他、上記①のフロントオフィスの機構改革に合わせる形で、組織改正を行ないました。 
③企業のモニタリング体制の強化を目的として、新たにコーポレートファイナンス本部内にミドル部門を立ち上げた他、延滞管理システムや Bloomberg 等の外部情報の活用による顧客の日

次モニタリングを開始いたしました。 
④コンプライアンス態勢の強化やガバナンス態勢の強化、ディスクロージャーの強化についても取り組みを継続しており、頭取自ら各種メディアを通じて当行の経営方針等を開示している他、

行内の各プロジェクトに PQM（Product Quality Management）手法を導入し、顧客ニーズに沿った商品やサービスを効率的、且つ、スピィーディーに提供できるように社内の各プロセス

の改善を継続しております。 
３）学習と成長の視点における戦略と取り組み 

①行内研修につきましては、人事部の企画による将来のリーダー育成を目指した「STAR Program」を開始して対象行員の行内ローテーションによる人材育成を行なうと共に、研修の一環

として全行員を対象に「7 つの習慣研修」、及び、「PQM トレーニング」を実施しております。 
②信用リスクマネジメント本部により、レベルに応じた与信判断のスキル向上を目指した「RBP2 Education Program」の概要を固め、実施に向けて準備を行なっております。 
③外部より高い専門性と充分な経験を持った人材の積極的な採用を継続している他、国内外の大学からのインターン受け入れを継続しており、広い意味での人材育成に貢献しております。



 

（東京スター銀行） 

機能強化計画の進捗状況（要約）　［地域銀行版］ （別紙様式３）

３．アクションプログラムに基づく個別項目の計画の進捗状況　

具体的な取組み
備 考 （計画

の詳細）

１５年度 １６年度 １５年度 １５年１０月～１６年３月
Ⅰ．中小企業金融の再生に向けた取組み

１．創業・新事業支援機能等の強化

（１）業種別担当者の配置等
融資審査態勢の強化

■与信事務プロセスの効率化や定型業
務の簡素化による審査スピードの向上を
図ります
■独自の格付ロジックの構築ならびに
RAROAによる収益管理に取り組みます
■各業界に精通している機関との交流に
よる業界スペシャリストの育成・強化を図
ります

■格付ロジックの予備構
築
■与信事務プロセスの効
率化や定型業務の簡素化
■独自の格付ロジックの
構築
■業界スペシャリストの育
成・強化
■外部機関への業界調
査・資料収集の委託依頼

■15年度下期実施策の見
直しならびに強化対策の
検討。
■16年度上期見直し策の
実施。

■独自の格付ロジックの構築と格付に基づく与信決
裁権限体制を導入しました。
■専門性を持った人材の採用・配置により審査ス
ピードの向上を図りました。

■信用リスクマネジメント本部ポートフォ
リオ･マネジメント･グループの組織体制を
改編し、各与信ポートフォリオ別の審査体
制とし、また、ストラクチャードファイナン
ス専門のチームを設置しました。
■不動産ノンリコースローン関連の格付
ロジックを構築しました。
■外部からの採用を加速し、専門性を
持った人材を配置しました。

（２）企業の将来性や技術力
を的確に評価できる人材の
育成を目的とした研修の実
施

■コンサルティングファームやベンチャー
キャピトル等を外部講師に招き、経営・事
業評価研修の開催を行なってまいります
■行内研修や人材派遣・出向、関連通信
教育の受講を実施してまいります
■その他行内ローテーション等を実施す
ることにより、研修のみならずOJTを通じ
て目利き力を養っていきます

■外部講師研修
■行内研修
■人材派遣・出向
■関連通信教育の受講

■外部講師研修
■行内研修
■人材派遣・出向
■関連通信教育の受講
■その他行内ローテーショ
ン

■行内の責任者が講師となり、インターンを含め参
加自由な「タウンホールミーティング」を定期的に開催
しております。
■外部から積極的に人材の採用を図っております。
■人事部の研修に於いては「七つの習慣」や将来の
リーダーを育成する「スタープログラム」を開催してお
ります。
■人事部に於いては、16年度から実施の「人材育成
3ヵ年プログラム」を策定しました。
■信用リスクマネジメント本部主催の研修として、与
信判断の為の「RBP2 Education Program」の概要を
固め、実施に向けて準備を行っております。

■人事部に於いては、16年度から実施の
「人材育成3ヵ年プログラム」を策定しまし
た。
■信用リスクマネジメント本部主催の研
修として、与信判断の為の「RBP2
Education Program」の概要を固め、実施
に向けて準備を行っております。

（３）産学官とのネットワーク
の構築・活用や日本政策投
資銀行との連携。「産業クラ
スターサポート会議」への参
画

■外部の技術評価機関等を利用して、ベ
ンチャー企業向け融資に取り組んで参り
ます
■長期資金の必要な案件については、
政策投資銀行への案件の持込みを検討
します
■各種産業クラスタープロジェクト案件か
ら当行のマーケット及びターゲットに合っ
た案件を取上げたいと思います

■産業クラスターサポート
金融会議への参加
■ベンチャー企業の技術
評価を行う外部機関の活
用

■日本政策投資銀行への
案件の持ち込みによる協
調融資を検討
■当行のターゲットにマッ
チした産業クラスタープロ
ジェクト案件への具体的取
り組み

■日本政策投資銀行を始めとする政府系金融機関と
の情報交換を密にすることで、不動産ノンリコース
ファインスやDIPファイナンスによる協調融資を実現し
ました。
■産業クラスター会議へ参加しました。
■ベンチャー企業の技術力評価のため,「経営支援Ｎ
ＰＯクラブ」の賛助会員に加入しています。

■日本政策投資銀行や産業再生機構な
どの政府系金融機関とのネットワーク構
築に努めた結果、日本政策投資銀行との
DIPファイナンスによる協調融資（1件/15
億円）を実現した他、産業再生機構から
の紹介によりDIPファイナンスを実行しま
した（1件/30億円）。
■また、プロジェクトファイナンス案件に
おける日本政策投資銀行との協調融資
を検討しました。
■ベンチャー企業の技術力評価のため、
有力企業ＯＢを有する「経営支援ＮＰＯク
ラブ」の賛助会員に加入し、与信判断に
活用しました。

（４）ベンチャー企業向け業
務に係る、日本政策投資銀
行、中小企業金融公庫、商
工組合中央金庫等との情報
共有、協調投融資等連携強
化

■政府系金融機関、優良ベンチャーキャ
ピタル、監査法人等とのネットワーク強化
を行うことで、融資実績を積上げて参りま
す
■日本政策投資銀行等に対し、当行の
取り組みについての理解を深めて頂きま
す

■日本政策投資銀行や中
小公庫との連携強化
■優良ベンチャーキャピタ
ル、監査法人等とのネット
ワークの強化を図り、各社
からの紹介案件を個別に
検討

■ベンチャー企業向け融
資の実績分析をした上で、
ベンチャー向け与信の更
なる拡大を検討
■ 政府系金融機関、優良
ベンチャーキャピタル、監
査法人等のネットワークの
更なる強化、充実を行うこ
とで、案件取込み間口の
拡大を推進

■各種コンサルティングファ－ム、ベンチャーキャピタ
ル、監査法人・会計事務所等との連携を強化し、効
果的な案件発掘体制を構築しました。
■実績としては、ベンチャーキャピタルより23社、監
査法人・会計事務所より３社、コンサルティングファ－
ムより1社、案件の紹介を受けており、その内の1件
は既に実行済みであり、その他の案件についても取
り組みを継続しております。
■融資先ベンチャー企業への株式投資、及び、ネット
ワーク先ベンチャーキャピタル運用ファンドへの出資
枠を設定し、投資・出資業務を開始しました。

■融資との相乗効果を狙った融資先ベン
チャー企業への株式投資枠を設定し、投
資を実行しました（3件/5,400万円）が、当
業務に関する政府系金融機関との連携
はありませんでした。
■ネットワーク先であるベンチャーキャピ
タルとの提携関係を明確化するため、中
小企業総合事業団が出資を行なったベ
ンチャーキャピタル運用ファンド（2件
/8,000万円）に出資しました。

（５）中小企業支援センター
の活用

■今後、当センターの活用方法について
検討して参ります

■顧客に対し、新事業に
対する助成金の申請や各
種セミナーへの参加利用
を促進

■顧客に対し、新事業に
対する助成金の申請や各
種セミナーへの参加利用
を促進

■現状中小企業支援センターの活用は十分行われ
ていませんが、今後新事業に対する助成金の申請や
各種セミナーへの参加を促進ししてまいります。

■現状中小企業支援センターの活用は
充分行われていませんが、今後新事業
に対する助成金の申請や各種セミナーへ
の参加を促進してまいります。

項　　　　　目 スケジュール 進捗状況



 

（東京スター銀行） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

具体的な取組み
備 考 （計画

の詳細）

１５年度 １６年度 １５年度 １５年１０月～１６年３月
２．取引先企業に対する経営相談・支援機能の強化

（１）経営情報やビジネス・
マッチング情報を提供する
仕組みの整備

■組織を拡大することなしに、情報量及
び精度の向上を行うため、外部組織との
ネットワーキングの構築及び活用を図り
ます
■地方金融機関との連携による営業情
報の交換、協調融資の可能性を探って参
ります

■ネットワーキングの構築
と活用
■他の金融機関との連携

■ネットワーキングの構築
と活用
■他の金融機関との連携

■他金融機関を訪問し、当行の戦略や強みや協力
可能な分野について情報発信をするとともに、他行
のニーズ等もヒアリングし、ビジネスマッチングの機
会・可能性を模索しています。
■業界団体（第二地銀協会）との連携を強化し、加盟
各行と情報交換を図っています。
■既存取引先に対しては、個別案件ベースにビジネ
ス・マッチングの活用を検討しております。

■既存取引先に対して、アドバイザーとし
て、ビジネスマッチングを利用した所有遊
休地の活用、及び、ノンリコースローンの
提供といった財務体質の改善を提案して
います。

（３）要注意先債権等の健全
債権化及び不良債権の新
規発生防止のための体制整
備強化並びに実績公表
（４）中小企業支援スキルの
向上を目的とした研修の実
施

■第二地方銀行協会が主催する研修へ
の参加の他、外部講師研修の開催や行
内研修、人材派遣・出向、関連通信教育
の受講を実施して参ります
■その他行内ローテーション等実施する
ことにより、研修のみならずOJTを通じて
中小企業支援スキルを養っていきます

■第二地方銀行協会が主
催する研修への参加
■外部講師研修
■行内研修

■第二地方銀行協会が主
催する研修への参加
■外部講師研修
■行内研修
■人材派遣・出向
■行内ローテーションの実
施

■人事部の企画による、将来のリーダー育成を目指
した「STAR　Program」を実施した他、研修の一環とし
て、「7つの習慣研修」、及び、「PQMトレーニング」を
実施しております。
■信用リスクマネジメント本部により、レベルに応じた
与信判断のスキル向上を目指した「RBP2　Education
Program」の概要を固め、実施に向けて準備を行なっ
ております。
■第二地銀協会の各種研修には積極的に参加して
います。

■16年1月より、人事部の企画による
「Star　Program」を実施し、対象行員の行
内ローテーションを開始している他、「7つ
の習慣研修」、「PQMトレーニング」を実
施しております。
■信用リスクマネジメント本部により、
「RBP2　Education　Program」の実施に
向けた準備を行なっております。

（５）「地域金融人材育成シ
ステム開発プログラム」等へ
の協力

■国内・海外大学の選定、当該大学への
講師派遣、また当該大学からの人材受入
れ（インターンシップ等の受入れ実施）等
に取組んで参ります。

■国内・海外大学の選定
■当該大学からの人材受
入れ（インターンシップ等
の受入れ実施）

■国内・海外大学の選定
■当該大学からの人材受
入れ（インターンシップ等
の受入れ実施）
■当該大学への講師派遣

■国内大学のビジネススクールよりインターンを3名
受入れ、当行の経営方針や戦略等の理解を促進しま
した。

■国内大学のビジネススクールからのイ
ンターン受入れは上期に実施していま
す。

項　　　　　目 スケジュール

（別紙様式３－２、３－３及び３－４参照）

進捗状況



 

（東京スター銀行） 

具体的な取組み
備 考 （計画

の詳細）

１５年度 １６年度 １５年度 １５年１０月～１６年３月
３．早期事業再生に向けた積極的取組み

（１）中小企業の過剰債務構
造の解消・再生の取組み。
「早期事業再生ガイドライ
ン」の趣旨を踏まえた事業
再生への早期着手

■個別方針書の作成、DCF法のブラッ
シュアップ（事業性検証）、ノンリコース
ローン・チームと共同作業体制構築、
CDOチームの組成検討等に取り組んで
参ります
■債権者間の調整、同意を行うための専
門アドバイザリー機能の強化を検討して
参ります

■DCF法のブラッシュアッ
プ
■過剰債務圧縮支援の具
現化
■個社別方針書作成対象
範囲の拡大
■SMEｾｸﾀｰの方針確定と
ｱｸｼｮﾝ
■CDOチームの新設検討
■MBO、DESによる再生
支援先の選定、株式保有
ﾋﾞｰｸﾙの新設

■再建策の実施
■対象企業の見直しと再
生計画の修正

■DCF法による予想損失額算定要領等、関係規程
の新規制定・改廃などを行い、DCF法のブラッシュ
アップを行なっております。
■債権売却、ノンリコースローン導入による過剰債務
圧縮支援案件については、15年9月にノンリコース
ローンを実行しました（当行主導による営業用不動産
のオフバランス化スキームにより、約97億円の債務
圧縮を実現）。
■下期は、その他の導入案件を検討し、随時提案を
行いました（一部は現在も検討中です）。更に、SME
先50百万円未満のうち、約600社について個社別方
針書を作成しております。

■破綻懸念先の一部資産を新会社に営
業譲渡することにより債務圧縮を実現し
ました（営業用資産の分離による債務圧
縮の実施）。
■営業用不動産のオフバランススキーム
の提案を随時実施し、平成16年度成約に
向けて交渉を継続しているほか、引続き
新たな導入案件についても検討を行なっ
ております。

（２）地域の中小企業を対象
とした企業再生ファンドの組
成の取組み

■有力再生ファンドや有力会計事務所、
弁護士事務所等とのネットワーク構築に
取り組んで参ります
■DIP専担部署の強化を図って参ります

■再生ファンド、会計事務
所、弁護士事務所とのネッ
トワーク構築と情報交換の
開始
■DIP専担部署の強化

■既存の再生ファンド等と情報交換を実施していま
す。
■早期事業再生に向けて再生ファンド等との連携や
銀行としての役割・課題等を検討しています。

■引き続き既存の再生ファンド等と情報
交換を実施しています。
■早期事業再生に向けて再生ファンド等
との連携や銀行としての役割・課題等に
ついても引き続き検討を継続しておりま
す。

（３）デット・エクイティ・スワッ
プ、DIPファイナンス等の活
用

■新規案件の発掘と企業の再生に最適
なスキームの模索を図って参ります
■リスクに見合った収益性の確保を推進
して参ります

■新規案件の発掘と企業
の再生に最適なスキーム
の模索
■リスクに見合った収益性
の確保

■新規案件の発掘と企業
の再生に最適なスキーム
の模索
■リスクに見合った収益性
の確保

■企業の事業再生支援に積極的に取り組んだ結果、
2004年3月末時点でのDIPファイナンスの実行は57件
442億円となっております。
■また、DIPファイナンスにおいては、弁護士・会計
士・ファンドなど関係当事者から、企業自身からの直
接相談に至るまで窓口を広く設けて、リスクを見据え
た上で、保全面も含め幅広く柔軟に対応を致しており
ます。

■DIPファイナンスは、27件270億円超を
実行し、企業の事業再生支援に積極的
に取り組んでおります。

（４）「中小企業再生型信託
スキーム」等、ＲＣＣ信託機
能の活用

■必要な情報の収集、補完機能の特定、
経済合理性（中小企業再生型信託ス
キーム等ＲＣＣ信託機能を活用する際の
顧客あるいは当行にとっての採算性等）
の検討、対象先の選定等に取り組んで参
ります

未定 ■信用リスクマネジメント本部(ポートフォリオ･マネジ
メント･グループ)に信託機能関連の担当者を配置し、
情報収集に努めております。

■信用リスクマネジメント本部(ポートフォ
リオ･マネジメント･グループ)にRCC信託
機能関連の担当者により、引き続き情報
収集に努めております。

（５）産業再生機構の活用 ■必要な情報の収集、補完機能の特定、
経済合理性の検討、対象先の選定等に
取り組んで参ります

■スキーム等の確認と対
象先の選定

■信用リスクマネジメント本部(ポートフォリオ・マネジ
メント・グループ)に産業再生機構関連の担当者を配
置し、情報収集に努めるとともに、同機構への案件の
持ち込み可能性も随時検討しております。

■信用リスクマネジメント本部(ポートフォ
リオ・マネジメント・グループ)の産業再生
機構関連担当者より、引き続き情報収集
を努め、同機構への案件の持ち込み可
能性も随時検討を継続しておりますが、
取引先規模に鑑み対象先は多くないと思
われます。

（６）中小企業再生支援協議
会への協力とその機能の活
用

■同協議会の金融支援、小規模企業支
援、雇用人材支援等を積極的に活用して
参ります
■事業再生の意欲があり、その可能性の
ある中小企業者に対し、同協議会への誘
導を図って参ります

■対象企業について助
言、再生計画作成の支援

■信用リスクマネジメント本部(ポートフォリオ・マネジ
メント・グループ)に、中小企業再生支援協議会関連
の担当者を配置し、情報収集に努めるとともに、同協
議会との連携を図っていきます。

■信用リスクマネジメント本部(ポートフォ
リオ・マネジメント・グループ)の中小企業
再生支援協議会関連の担当者と同協会
担当者の接触を開始し、同協会による当
行の担当者に対する説明会の開催等、
連携方法の検討を開始しました。

（７）企業再生支援に関する
人材（ターンアラウンド・スペ
シャリスト）の育成を目的とし
た研修の実施

■個社別に財務分析とキャッシュフロー
の分析を行った上で、定性的な分析も加
味し、適切な方針を策定して参ります
■業界動向等外部環境に関する情報を
収集するとともに、経営者との面談を通じ
て事業意欲や経営力、後継者の有無等
も確認して事業の継続性を判断して参り
ます
■外部講師を受入れ、個社別方針会議
等で勉強会を実施して参ります

■左記業務を通じた、企
業再生支援に関する人材
の育成

■各行員に対し、証券ア
ナリストや中小企業診断
士等の資格取得に向けた
トレーニングプログラムを
導入

■信用リスクマネジメント本部内の企業再生グルー
プの行員を中心として、個別企業の再生支援取組等
のＯＪＴを通じて、また、貸出残高1億円以上の、主と
して、要管理先の個社に対してＤＣＦを算定し、財務
分析とキャッシュフローの分析を通じて、個々人の知
識やｽｷﾙの向上、および企業再生支援に必要とする
ノウハウ習得を図っております。
■第二地銀協の研修プログラム「ランクアップ研修」
や「企業再生人材育成セミナー」等の外部研修に参
加し、ノウハウの習得とともに人材育成を図っており
ます。

■個別企業の再生支援取組等のＯＪＴに
加え、第二地銀協の研修プログラム「ラン
クアップ研修」や「企業再生人材育成セミ
ナー」等の外部研修に参加し、ノウハウ
の習得とともに人材育成を図っておりま
す。

項　　　　　目 スケジュール 進捗状況



 

（東京スター銀行） 
 
 
 
 

具体的な取組み
備 考 （計画

の詳細）

１５年度 １６年度 １５年度 １５年１０月～１６年３月
４．新しい中小企業金融への取組みの強化

（１）担保・保証へ過度に依
存しない融資の促進等。第
三者保証の利用のあり方

■キャッシュフローからみた企業再生の
可能性を確認することにより個社別の対
応方針を策定して参ります
■ノンリコースローンを拡充して参ります
■クレジット・レビューの強化を徹底し、取
引先に対し適正なアドバイスを実施して
参ります
■現有資産の維持ならびに経営管理を
徹底させることで、業績の安定化を図り、
健全経営を可能にして参ります
■無担保・第三者保証不要の新商品
（SBL）の極度額の増加などを行って参り
ます

■50百万円未満の法人及
び個人についてもスコアリ
ングに基づく格付制度を
導入
■キャッシュフロー研修会
の実施
■定期的な決算書・試算
表・資金繰表等の徴求を
推進
■無担保・第三者保証不
要の新商品（SBL）の積極
的な販売

■標準的モデルとして作
成したキャッシュフロー表
をベースとした融資の促進
■四半期毎の決算書・試
算表・銀行取引残高表等
の徴求を図り、与信先管
理の強化を推進

■キャッシュフローをベースとしたノンリコースローン
への取り組みなど、担保に過度に依存しない融資を
促進しています。
■定期的に各種エビデンスを徴求し、取引先に対し
適正なアドバイスを実施しています。また、財務制限
条項を付与することにより企業の健全経営の一助を
成しております。
■優良会計事務所との提携により、大口のビジネス
ローンの開発について研究しております。
■スコアリングに基く格付制度の導入に向け、研究
開発を実施しています。

■モニタリング体制の強化を目的として、
新たにフロント内にミドル部門（プロセス
サポート部）を立ち上げました。
■延滞管理システムやBloomberg等の外
部情報の活用による顧客の日次モニタリ
ングを開始いたしました。

（３）証券化等の取組み ■証券化までの融資（ブリッジローン等）
を実行することにより、中小企業の新た
な資金調達手段を提供して参ります
■今後は証券化チームの活用方法の研
究やその他の金融手法の開発等に取り
組んで参ります

■CLO先への取引拡大
■証券化にも対応可能な
ﾛｰﾝの積上げ
■クラブローンの組成

■パチンコ・レジャーホテ
ル等のアミューズメント業
界を研究し、将来証券化を
前提としたローンの積上げ
を実施しています

■特定業種へのマーケティングをベースに、証券化
への対応が可能な案件へ積極的に取り組んでおりま
す（10件/314億円）。
■証券化に加えて、シンジケート・ローンの組成（3件
/59億円）、参加（30件/156億円）、不動産ノンリコー
ス・ローン（31件/437億円）等のストラクチャード・ファ
イナンスの実行や融資先ベンチャー企業の株式取得
（3件/5,400万円）を行ないました。

■証券化への対応が可能なローンの積
上げを実施しました（6件/171億円）。
■証券化に加えて、シンジケート・ローン
の組成（2件/51億円）、参加（10件/73億
円）、不動産ノンリコース・ローン（24件
/305億円）等のストラクチャード・ファイナ
ンスの実行や融資先ベンチャー企業の株
式取得（3件/5,400万円）を行ないました。

（４）財務諸表の精度が相対
的に高い中小企業に対する
融資プログラムの整備

■引続きベンチャーキャピタルやコンサ
ルティングファームのスクリーニングを経
た企業へは、優先的に対応して参ります
■信頼性の高い監査法人による監査を
実施している企業へは、優先的に対応し
て参ります

■ネットワーキングを活用
した財務諸表の精度の高
い企業へ優先的対応

■優良会計事務所と提携
し、財務諸表の精度の高
い企業に対し優先的な対
応のできる商品を開発して
います
■有力ベンチャーキャピタ
ルや監査法人、コンサル
ティングファ－ム数社との
ネットワークを通じ、これら
の機関のスクリーニングを
経た財務諸表の精度の高
い企業の積極的な紹介を
受けております

■優良会計事務所と提携し、財務諸表の精度の高い
企業に対する優先的な対応が可能な商品の開発に
ついて研究して参りました。
■有力ベンチャーキャピタルや監査法人、コンサル
ティングファームとのネットワークを通じ、これらの機
関のスクリーニングを経た財務諸表の精度の高い企
業の積極的な紹介を受けてきました。

■効率的なスクリーニング機能の活用が
期待される優良ネットワーク先の選定を
図った他、その内のベンチャーキャピタル
が運用するファンドへの出資（2件/8,000
万円）を行ない、提携関係の明確化を図
りました。

（５）信用リスクデータベース
の整備・充実及びその活用

■信用リスクに関する取引概要・貸出稟議
等に関する個々のデータベース構築
■蓄積情報の分析・レポートを円滑に行う
プロセスを構築
■信用リスクに関する情報を蓄積する統合
データベースを構築
■適正な貸出金利の設定
■信用リスク量の測定を行い、ポートフォリオ
の適正化を実施

■取引概要・貸出稟議等
に関する個々のデータベース
を構築。

■蓄積情報の分析・レ
ポートを円滑に行うプロセ
スを構築
■蓄積情報の書式統一を
図り統合態勢を構築、ま
た、データをアップデイトす
るプロセスを構築
■蓄積されるデータを活
用し、取引先別RAROAの
試算を実施

■汎用検索システム「けんさく君」を導入しました。
■取引概要・貸出稟議等に関する個々のデータベー
スについて、自己査定における定性情報（債務者概
要・財務分析シート）を中心に整備しました。

■手管理債権のデータ管理態勢および
倒産発生・弁護士介入等クレジットイベン
ト発生に対するデータ管理態勢を構築し
ました。

項　　　　　目 スケジュール 進捗状況



 

（東京スター銀行） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

具体的な取組み
備 考 （計画

の詳細）

１５年度 １６年度 １５年度 １５年１０月～１６年３月
５．顧客への説明態勢の整備、相談・苦情処理機能の強化

（１）銀行法等に義務付けら
れた、貸付契約、保証契約
の内容等重要事項に関する
債務者への説明態勢の整
備

■全行的な内部管理態勢の確立、 行内
規則等の改定、行内の実施態勢の構
築、相談苦情処理機能と説明態勢との連
携、債務者への説明態勢の整備等に取
り組んで参ります

■全行的な内部管理態勢
の確立
■規程の整備、事務取扱
手続集、約定書等の改訂
及び作成
■経営方針の改訂

■行内の実施態勢の構築
（部門別研修会の実施、
周知状況等の確認）

■融資方針（クレジットポリシー）の改定及び与信決
裁権限の制定及び改廃を行いました｡
■各種約定書等の見直しを行いました｡
■内部管理態勢の進捗状況を定期的に執行役会に
報告しました｡

■銀行取引約定書のドラフト版を作成し
ました｡
■与信決裁権限の改廃を行いました｡
■重要事項説明書の作成に着手しまし
た｡

（３）相談・苦情処理体制の
強化

■　地域金融円滑化会議に参加し、意見
交換の結果を活用
■　担当者育成、営業店行員の苦情対
応に係わるスキルアップの為、通信研修
を実施
■　現在のホームページ上に融資業務に
関わる情報（中小企業向け融資商品の
概要説明等）と問合せ先を掲載、また顧
客からの苦情相談の受付体制を整備す
る為「ご意見、ご要望」の窓口として、お
客様相談室と代表電話番号を掲載
■　苦情・相談案件対応規程等及び報告
書の一部改訂
■　「お客様の声」をイントラネットに掲
載。個別苦情の内容、対応方法、本部連
絡先等を明示し、類似事案に処する行員
の迅速、誠実かつ公平な対応を徹底

■　地域金融円滑化会議
に参加
■　通信研修の受講
■　苦情・相談案件対応
規程等の一部改訂
■　顧客からの苦情相談
の受付態勢の整備
■　現在のホームページ
上に融資業務に関わる情
報を掲載　　　　　　　■　お
客様の声をイントラネット
に掲載し、類似案件に対
する行員の迅速、誠実か
つ公平な対応

■　１５年度取組の継続、
改訂と一層の強化

■中小企業融資の取組み等、苦情・相談の連絡先を
ホームページに掲載しました。
■苦情・相談案件対応規程等の一部改訂を行いまし
た。

■報告書の一部改訂を行いました。
■「お客様の声」をイントラネットに掲載
し、類似事案に処する行員の対応を徹底
しました。

６．進捗状況の公表 ■公表の時期については、期末月（3月・9
月）の翌々月（5月・11月）の末日とします
■公表方法についてはディスクロージャー
誌、ホームページ等による公表を予定してい
ます

■15年10月「機能強化計
画」公表

■16年5月「15年度下期
実績」
■16年11月「16年度上期
実績」公表

■１５年８月当局へのアクションプログラム提出後に当行
ホームページにアクションプログラム要旨を掲載しました。

■１５年１１月当局へのアクションプログラム
進捗状況報告提出後に当行ホームページ
に進捗状況要旨を掲載しました。

項　　　　　目 スケジュール 進捗状況



 

（東京スター銀行） 
 
 
 
 
 
 
 
 

【以下任意】

具体的な取組み
備 考 （計画

の詳細）
Ⅱ．各金融機関の健全性の確保、収益性の向上等に向けた取組み

１．資産査定、信用リスク管理の強化

（１）①適切な自己査定及び
償却・引当

■債務者実態把握の推進及び強化を
図って参ります
■DCF法による予想損失額算定要領等、
規定類の整備を実施して参ります
■債務者区分判定作業を行内格付作業
に吸収して参ります
■自己査定スキルアップのため、行内研
修を実施して参ります

■実態把握精度向上のた
めのプロジェクト組成及び
活動開始
■査定時コメンタール自己
査定QAの策定
■DCF法による予想損失
額算定要領等、関係規定
の新規制定・改廃
■債務者区分判定作業を
行内格付に吸収し、自己
査定対象先を要注意先・
要管理先・破綻懸念先に
限定する管理手法を検
討・実施
■自己査定（又は格付）研
修の継続実施

■貸倒実績データの行内
蓄積を図り、格付別貸倒
実績率を整備
■一定大口要注意先に対
する債権評価において
DCF法適用の可能性、実
効性を検証
■格付別の貸出資産プラ
イシングに、自己査定・償
却情報が反映できる仕組
を検討

■信用リスク管理、並びに決算前作業の自己査定目
的を規定等で明確化し、かつ債務者実態把握を強化
し、査定作業の円滑化に注力しました。具体的には、
査定担当者向研修により債務者区分判定の着眼点
等を徹底、査定時コメンタール、QA発信による運営
バラツキの是正、査定差戻し制度のペナルティー制
度の創設等を実施しております。当期間における自
己査定は関東財務局検査後初の作業実施となるた
め、検査指摘事項が改善・是正されるよう、運営の徹
底と併せ、規定の再整備、データ整備に注力し、査定
精度をデータ面、運営面、啓蒙・教育面でバックアッ
プしました（実態把握精度向上のためのプロジェクト
組成・活動等）。
■償却・引当につきましては、自己査定分類結果に
基き適切に実施しております。

■特に下期においては、営業フロント部
門においての１次査定を実施したことか
ら（上期までは信用リスクマネジメント本
部による1次査定、２次査定実施）、フロン
ト向け自己査定基礎研修を数回実施し
（確認試験による査定レベルの底上げも
同時実施）、難解な規定、判断に支障を
きたす運営要領を極力なくすよう、債務償
還年数、実質自己資本等の整理、金融
検査マニュアル（中小企業融資編）改定
案の先取り等を実施しております。

（１）②担保評価方法の合理
性、処分実績からみた評価
精度に係る厳正な検証

■不動産鑑定士をチームリーダーとして
配置して参ります
■既存担保物権のモニタリングと基本
データの整備を推進して参ります

■不動産鑑定士の配置
■サンプリング調査の開
始
■要注意以下債権残高50
百万以上物件の現地調査
の開始
■アクションプラン作成と
体制の整備

■ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝに基づく現地
調査と基本データの整備

（１５年上期）
■不動産鑑定士を１５年９月より配置
・当行調査員評価および外部鑑定評価の全てを
チェックし、評価精度の向上を図っております。
■既存担保物権のモニタリングと基本データの整備
?要注意以下債権残高50百万以上の現地調査開始
?調査担当者の不足を補うため、３名の調査員を増員

（１５年下期）
■不動産鑑定士を２名に増員
■既存担保物権のモニタリングと基本
データ整備の完了
?要注意以下債権残高50百万以上
　　　  494物件完了(進捗率67.2%)
?収益物件
      　全194物件完了(進捗率100%)

２．収益管理態勢の整備と収益力の向上

（２）信用リスクデータの蓄
積、債務者区分と整合的な
内部格付制度の構築、金利
設定のための内部基準の整
備等

■信用リスクデータベース構築
■内部格付制度の整備
■基準金利の改訂
■格付制度の高度化

■内部格付制度の整備を
完了

■格付制度の高度化
■蓄積されるデータを活
用し、取引先別RAROAの
試算を実施
■信用リスクに関する情
報を蓄積する統合データ
ベースを構築
■RAROA試算結果をベー
スに格付けと回収期待率
の組み合わせによる適正
な貸出金利を設定

■取引概要・貸出稟議等に関する個々のデータベー
スについて、自己査定における定性情報（債務者概
要・財務分析シート）を中心に整備しました。
■全債務者に対する格付けの付与、債務者区分との
整合性のある格付け制度、規程・ルールの制定を含
めた格付付与・運営プロセスの構築等当初の基本的
な目論見は完了しました。

■行内格付け体制については左記のと
おりでありますが、デフォルト率について
期待値と実績率に若干の乖離があり、現
在デフォルト推計ロジックについて検証作
業を行っております。
■消費者金融業の大型倒産および業界
環境の悪化傾向を受け、同業界に対する
格付けロジックを変更しております。
■不動産ノンリコースローンに対する案
件格付けロジックを精緻化いたしました。

項　　　　　目 スケジュール 進捗状況



 

（東京スター銀行）

具体的な取組み
備 考 （計画

の詳細）
３．ガバナンスの強化

（１）　株式公開銀行と同様
の開示（タイムリーディスク
ロージャーを含む）のための
体制整備等

■取締役会に併存している業務監督機能
と業務執行機能を、取締役会（業務監督
機能）と執行役（業務執行機能）に分離す
ることにより、経営の一層の透明性を確保
し、執行機能を可能な限り執行役または執
行役会に委任することで、意思決定のス
ピードアップを図って参ります
■取締役会に3つの委員会を設置、特に監
査委員会の機能を強化して参ります
■執行役会の設置、執行役会の下部機
関として委員会・協議会の設置を行って参り
ます
■年度決算及び中間決算に加え、四半期
（6月、12月）毎の情報開示ならびに決算
短信及び有価証券報告書の制作・公表を
推進して参ります

■委員会等設置会社へ移
行
■執行役会に委員会・協
議会の設置
■新ガバナンス体制の定着
化
■年度決算ディスクロー
ジャー誌、ミニディスクロー
ジャー誌、英文ディスクロー
ジャー誌の制作
■中間期ディスクロージャー
誌（和文・英文）、ミニディス
クロージャー誌の制作等

■15年度の実績をもとにガ
バナンス体制の評価
■コーポレート・ドキュメント、
委員会・協議会の見直し
■年度決算ディスクロー
ジャー誌、ミニディスクロー
ジャー誌、英文ディスクロー
ジャー誌の制作
■四半期（６月）情報開示
の実施等

■平成１５年６月２７日「委員会等設置会社」へ移行
し、監査・指名・報酬委員会を設置しました。
■上記制度に伴い、執行役会を設置しました。
■執行役会の下部組織として、信用リスク、ＡＬＭ，コン
プライアンス,人事委員会を設置しました。
■年度決算ディスクロージャー誌、英文ディスクロージャー
誌を制作しました。

■規則・規程体系の充実を図るため、当
行規程を重要度に応じてコーポレートド
キュメント、ガバナンス／ビジネスポリ
シー、スタンダード、マニュアルの4レベル
に整理しました。
■中間期ディスクロージャー誌ではディス
クローズ項目を増やし、さらに充実した内
容としました。
■16年3月期分より、「決算の概要」を公
表（Web-site含む）することを決定しまし
た。四半期情報開示についても第１四半
期よりスタートします。

４．地域貢献に関する情報開示等

（１）地域貢献に関する情報
開示

■「地域貢献」に対する考え及び実績を開
示して参ります
■事業再生支援・DIPファイナンス、ノンリ
コース・ローンなど当行が他行に先駆けて展
開する分野のさらなる推進を図って参ります
■営業地域の顧客との接点を店舗・出張
所のみならず、ホームページ・CRMセンター・
渉外活動等さまざまなデリバリー・チャネルの
充実による、情報提供（当行の活動、商
品、サービス）を強化して参ります
■金融機関の営業譲受などの機会の活用
を検討して参ります

■年度決算ディスクロー
ジャー誌において当行の「地
域貢献」に対する考え及び
実績の掲載
■中間期ディスクロージャー
誌により地域別の預金、貸
出残高及びセミナー等の開
催実績、内容の掲載

■地域・客層に合わせたセ
ミナーの充実、及び各地域
経済の特性・各業界の特性
を踏まえたパートナー関係の
確立による顧客との接点の
拡充
■財務情報を含むタイム
リーディスクロージャー体制の
構築

■各種セミナー（公認会計士・中小企業診断士による
資金調達セミナー等）の定期開催を実施しました。
■Ｗｅｂ－Ｓｉｔｅの充実を図りました。
■ＤＩＰファイナンスの継続実施につき、年度・中間の各
ディスクロージャー誌にて紹介しました。
■中間期ディスクロージャー誌により地域別の預金、貸
出残高の開示を行いました。

■中間期ディスクロージャー誌により地
域別の預金、貸出残高の開示を行いまし
た。また、セミナー等の開催状況につき、
ホームページで随時更新していることを
紹介しました。 当行の業務内容やさまざ
まな取組みに対する考えを、よりご理解
いただきやすいようにＱ＆Ａ方式を採用し
ました。

（備考）個別項目の計画数・・・28（株式を公開している銀行は27）　　　　　 

項　　　　　目 スケジュール 進捗状況



 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

（別紙様式３－２）
Ⅰ　中小企業金融の再生に向けた取組み
　２．取引先企業に対する経営相談・支援機能の強化

■ データに基づく統計的な分析におより、下記を実
施して参ります。
・不良債権の発生を適当な範囲（比率）に留める与信
管理体制の構築
・リスクに見合うリターンを算定し、モニタリングできる
体制の構築（リスク・ベースド・プライシング）
■ 健全化については、専担セクションを創設し、証券
化などの財務構造の変革支援を中心に積極的に推
進して参ります。
■ 信用リスクマネジメントの大幅増強を実施して参り
ます。

■ リスク・ベースド・プライシングを実現すべく、格付
ロジックの精緻化をはじめとして、格付制度の高度化
を推進して参ります。
■ 債権の健全化を推進すべく、信用リスクマネジメン
ト本部内に企業再生のための専担部門を設置し、同
部門の企業再生支援機能を強化して参ります。
■ ＤＩＰ、ノンリコースローン他、企業再生金融に関す
る取り組みを強化すると同時に、当該案件の審査能
力も強化して参ります。

以下の諸施策を予定しております。
■ 経営改善支援取り組み先数、経営改善による債
務者区分のランクアップ先数の公表
■ 取引金額20百万以上の個社別方針書作成
■ 健全債権化可能先の見極めと健全化策の立案、
実施
■ 不良化懸念先の個社別対応と方針決定

■ 格付ロジックの精緻化として、15年上期にデフォ
ルト率をベースとした財務格付ロジックの導入を計画
し、15年9月に大口の法人先には新ロジックを導入し
ております。

進捗状況
■15年度上期は、信用リスクマネジメント本部内に、
SME債権管理の専担部署を設置し、SME取引先約
1,000社を対象に、個別方針協議書の策定を進める
など、ＳＭＥ取引先との関係強化に努めました。方針
協議書策定を通じて、これらの中小企業の実態把握
を強化し、再生支援にも努めております。
■15年度下期は、SME債権の実態把握を踏まえ、
SME債権のうち正常先についてはコーポレート・ファ
イナンス本部へ、要注意先については信用リスクマネ
ジメント本部アセット・マネジメント・グループ内に要注
意債権の担当チームを設置し、同チームへの担当を
変更しております。企業再生推進グループは発展的
解散しております。
■企業再生支援専担部署では、経営改善支援先を
中心とする約30社について、事業計画等をもとに、
DCF算定を行っております。このうち、数社に関して
は、事業計画及びDCF算定を通じたフリーキャッシュ
フロー分析に基づき、具体的な経営支援策を検討し
ております。

（３）要注意先債権等の健全債権化及び不良債権の新規発生防止のための体制整備強化並びに実績公表

スケジュール

具体的な取組み

１５年度

備考（計画の詳細）

１６年度

（１）経営改善支援に関する
　　体制整備の状況

　　（経営改善支援の担当部署を含む）

　　１５年４月～１６年３月



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１５年１０月～１６年３月

■SME債権の実態把握について一応の分析を終え、
SME債権のうち正常先についてはコーポレート・ファ
イナンス本部へ、要注意先については信用リスクマネ
ジメント本部アセット・マネジメント・グループ内に要注
意債権の担当チームを設置し、同チームへの担当を
変更しております。企業再生推進グループは発展的
解散しております。
■経営改善支援先を中心とする約30社について、引
き続き、事業計画等をもとに、DCF算定を行い、このう
ち、数社に関しては、事業計画及びDCF算定を通じた
フリーキャッシュフロー分析に基づき、具体的な経営
支援策の検討を継続しております。

■15年9月に営業用不動産のオフバランス化スキー
ムにより、支援先の過剰債務圧縮を実現しておりま
す。
本スキームにより、支援先は、債務削減を実現すると
ともに、営業資産売却先のオペレーションを引続き受
託することで、残存債務返済のためのキャッシュフ
ローを確保しております。

１５年１０月～１６年３月

■破綻懸念先の一部資産を新会社に営業譲渡する
ことにより債務圧縮を実現しました（営業用資産の分
離による債務圧縮の実施）。
■営業用不動産のオフバランススキームの提案を随
時実施し、平成16年度成約に向けて交渉を継続して
いるほか、引続き新たな導入案件についても検討を
行なっております。

・こうした取組みにより支援先にどのような改善がみられたか。
・こうした取組みを進め成果を上げていくための課題は何か（借手の中小企業サイドの課題を含む）

（注）下記の項目を含む
経営改善支援について、どのような取組み方針を策定しているか。
・同方針に従い、具体的にどのような活動を行ったか。

（２）経営改善支援の取組み状況
（注）

１５年４月～１６年３月



 

 

（別紙様式３－３）

【１５年度（１５年４月～１６年３月）】
（単位：先数）

αのうち期末に債務者
区分が上昇した先数　β

αのうち期末に債務者
区分が変化しなかった先
γ

うちその他要注意先 1,575 11 3 1

うち要管理先 633 15 5 8

破綻懸念先 947 18 0 15

実質破綻先 384 0 0 0

破綻先 87 5 0 1

合　計 11,325 56 8 26

注） ・期初債務者数及び債務者区分は１５年４月当初時点で整理
・債務者数、経営改善支援取組み先は、取引先企業（個人事業主を含む。）であり、個人ローン、住宅ローンのみの先を含まない
・βには、当期末の債務者区分が期初より上昇した先数を記載。
　なお、経営改善支援取組み先で期中に完済した債務者はαに含めるもののβに含めない。
・期初の債務者区分が「うち要管理先」であった先が期末に債務者区分が「うちその他要注意先」に上昇した場合はβに含める。

・期中に新たに取引を開始した取引先については本表に含めない。
・γには、期末の債務者区分が期初と変化しなかった先数を記載。
・みなし正常先については正常先の債務者数に計上のこと。

・期初に存在した債務者で期中に新たに「経営改善支援取組み先」に選定した債務者については（仮に選定時の債務者区分が
期初の債務者区分と異なっていたとしても）期初の債務者区分に従って整理すること。

経 営 改 善 支 援 の 取 組 み 実 績

要
注
意
先

正常先

うち
経営改善支援取組み先　α

期初債務者数

7,699 7 1



 

 

（別紙様式３－４）

【１５年度下期（１５年１０月～１６年３月）】
（単位：先数）

αのうち期末に債務者
区分が上昇した先数　β

αのうち期末に債務者
区分が変化しなかった先
γ

うちその他要注意先 1,440 10 3 4

うち要管理先 561 15 1 13

破綻懸念先 674 18 0 15

実質破綻先 271 0 0 0

破綻先 57 18 0 11

合　計 10,152 63 4 44

注） ・期初債務者数及び債務者区分は１５年１０月当初時点で整理
・債務者数、経営改善支援取組み先は、取引先企業（個人事業主を含む。）であり、個人ローン、住宅ローンのみの先を含まない
・βには、当期末の債務者区分が期初より上昇した先数を記載。
　なお、経営改善支援取組み先で期中に完済した債務者はαに含めるもののβに含めない。
・期初の債務者区分が「うち要管理先」であった先が期末に債務者区分が「うちその他要注意先」に上昇した場合はβに含める。

・期中に新たに取引を開始した取引先については本表に含めない。
・γには、期末の債務者区分が期初と変化しなかった先数を記載。
・みなし正常先については正常先の債務者数に計上のこと。

・期初に存在した債務者で期中に新たに「経営改善支援取組み先」に選定した債務者については（仮に選定時の債務者区分が
期初の債務者区分と異なっていたとしても）期初の債務者区分に従って整理すること。

経 営 改 善 支 援 の 取 組 み 実 績

要
注
意
先

正常先

うち
経営改善支援取組み先　α

期初債務者数

7,149 2 1




